様式３－１（営繕工事以外）
	工事名
	

	工事区分・工種・種別
	数　量
	単　位
	単　価
	金　額
	備　　　考

	・県の金抜き設計書に対応する内訳書にする。

	・直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費等、工事価格計については、入札時の
工事費内訳書の金額と同額とする。

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	直接工事費
	
	
	
	
	

	共通仮設費
	
	
	
	
	

	共通仮設費（率分）
	
	
	
	
	

	共通仮設費（積上分）
	
	
	
	
	

	純工事費
	
	
	
	
	

	現場管理費
	
	
	
	
	

	工事原価
	
	
	
	
	

	一般管理費等
	
	
	
	
	

	工事価格
	
	
	
	
	

	工事価格計
	
	
	
	
	


積　算　内　訳　書

※ 発注者が別途示した、当該様式と同等の様式でも可能とする。
※ 積算内訳書の備考欄に、根拠となる見積り業者名や単価算定式を記載すること。また、単価が複数の見積り等から積み上げている場合は、当該単価の単価表を作成し、単価表の備考欄に根拠となる見積り業者名や単価算定式を記載すること。（単価表作成例参照）
※ 積算体系が異なる場合は、行挿入し「工事区分・工種・種別」を追加すること。




様式３－１（営繕工事）
積　算　内　訳　書
積算別内訳書・科目別内訳書
	工事名
	

	名　　　　　　　　称
	数　量
	単　位
	単　価
	金　額
	備　　　考

	・県の金抜き設計書に対応する内訳書にする。

	・直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費等、合計金額については、入札時の
工事費内訳書の金額と同額とする。

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	直接工事費計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	共通費
	
	
	
	
	

	共通仮設費
	
	
	
	
	

	現場管理費
	
	
	
	
	

	一般管理費等
	
	
	
	
	

	　　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	





※ 発注者が別途示した、当該様式と同等の様式でも可能とする。
※ 積算内訳書の備考欄に、根拠となる見積り業者名や単価算定式を記載すること。また、単価が複数の見積り等から積み上げている場合は、当該単価の単価表を作成し、単価表の備考欄に根拠となる見積り業者名や単価算定式を記載すること。（単価表作成例参照）
※ 積算体系が異なる場合は、行挿入し「工事区分・工種・種別」を追加すること。


	単 価 表 作 成 例

[bookmark: _GoBack]様式３－１
積　算　内　訳　書
	工事区分・工種・種別
	数量
	単位
	単価
	金額
	備　　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	生コンクリート
（ポンプ車打設）
	10
	m3
	19,560
	195,600
	第１号単価表参照

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



※ 複数の見積りを積み上げている単価（例：生コンクリート19,560 円／ m3）については、下記に
示すような単価表を作成し、備考欄に根拠となる見積り業者名や単価算定式を記載すること。

	



様式３－１単価表
第　１　号　単　価　表
	工事区分・工種・種別
	数量
	単位
	単価
	金額
	備　　考

	生コンクリート（材料）
	1.04
	m3
	14,000
	14,560
	　㈱○○○○ 見積書参照

	生コンクリート（手間）
	1
	m3
	2,000
	2,000
	㈱○○○建設見積書参照

	コンクリートポンプ車
	1
	m3
	3,000
	3,000
	30,000 / 10m3 = 3,000
有)○○○組見積書参照

	【単位当り金額】
	1
	m3
	
	19,560
	

	
	
	
	
	
	





様式４

配置予定技術者等名簿

	区分
	氏名
	資格
	監理技術者資格者証の有無
	生年月日

	例

監理技術者

	和歌山　太郎
	一級土木施工管理技士
	有
	Ｓ１５．６．１７

	現場代理人
	和歌山　二郎
	資格特になし
	無
	Ｓ１８．９．２

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	





※ 配置を予定する主任技術者または監理技術者、及び現場代理人について記載すること。


様式７
資材購入先一覧

	工　事
種　別
	品　名
規　格
	単位
	数量
	購入先名

	
	
	
	
	業者名
	所在地
	入札者との関係

	
	
	
	
	
	
	・購入先予定業者
との関係記入。
（例）協力会社
同族会社
資本提携会社


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	





※ 契約対象工事で購入を予定している資材（工事に直接使用する資材だけでなく、仮設資材、保安資材、備品、機材等契約対象工事で使用を予定している全ての資材を対象とする）および購入先等について記載すること。
※ 「購入先名」の「入札者との関係」欄には、入札者と購入予定業者との関係を記載すること。
（例）協力会社、同族会社、資本提携会社等。また、取引年数も（　）書きで記載すること。
※ 手持資材以外で自社製品の資材の活用を予定している場合についても本様式に記載するものとし、「購入先名」の欄には当該製造部門に関する事項を、それぞれ記載すること。


様式９－１

労務者の確保計画

	工　　種
	職　　種
	単　価
	員　　数
	下請け会社名等
（取引年数）

	（例）
	
	
	
	

	土工
	普通作業員
	
	100
	自社

	土工
	普通作業員
	
	200
	（株）○○（◎年）

	配管工
	配管工
	
	120
	（株）△△（◇年）

	残土処理工
	運転手（一般）
	
	50
	（株）□□（□年）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	





※ 契約対象工事で配置を予定している全ての労務者の確保計画を記載する。工種別、職種別の人員を記載すること。
※ 自社労務者と下請労務者とを区別し、自社労務者については労務単価、員数とも括弧内に外書きすること（自社労務者２名、下請労務者１２名の場合は、「１２（２）」と記載すること）。
※ 「労務単価」の欄には、経費を除いた労務者に支払われる予定の日額賃金の額を記載すること。
※ 「員数」の欄には、使用する労務者の延べ人数を記載すること。
※ 「下請会社名等」の欄には、労務者を使用する下請会社名、入札者と当該下請会社との関係を記載する。また、取引年数を括弧書きで記載すること。
　（例）協力会社、同族会社、資本提携会社等




様式９－２

工種別労務者配置計画

	工　　種
	種　　別
	配　置　予　定　人　数
	計

	
	
	世話役
	普通作業員
	
	
	
	

	（例）土工
	床掘工・埋戻工・
残土処理工
	1
	2
	
	
	
	3

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	





※ 様式９－１の計画により確保する労務者の配置に関する職種ごとの計画を記載すること。
※ 自社労務者と下請労務者とを区別し、自社労務者については括弧内に外書きすること（自社労務者２名、下請労務者３名の場合は、「３（２）」と記載すること。）
※ 「配置予定人数」欄は、毎年度国土交通省が発表する「公共工事設計労務単価」の職種のうち必要な職種について記載すること。

様式１１

建設副産物の搬出地

	建　設　副　産　物
	受け入れ予定箇所
	受け入れ価格

	コンクリート塊
	
	

	
	
	

	アスファルト・コンクリート塊
	
	

	
	
	

	建設発生木材
	
	

	
	
	

	建設発生土
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	





※ 契約対象工事で発生するすべての建設副産物等について記入すること。
※ 「受け入れ価格」の欄には、建設副産物等の受け入れ予定会社が受け入れる予定の金額で、当該会社の取引実績（過去１年以内の受け入れ実績に限る。）のある単価以上の金額等合理的かつ現実的なものを記載する。


